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蒸し暑さに加えて、朝晩も気温が下がりにくいこ

とで、熱中症にかかるリスクが高まります。九州か

から近畿では記録的に早い梅雨明け、東海～東北も

梅雨が明けたかのような暑さが続くため、対策は万

全にしてください。ピークは、梅雨が明けて暑さが

本格化する７月中旬から８月下旬にかけてです。 

また、積乱雲の生まれやすい夏は、落雷による被

害が発生することが多くなります。生徒たちには、

雷雲の接近にいち早く気付き、落雷のリスクが高ま

るところから安全な場所へ避難するなど、防災への

意識を高めるための安全指導をお願いします。 

各地区における中学校長会研究大会について 

６月を迎え関東甲信越地区を皮切りに、各地区の中学校長会研究大会がいよいよ始まりました。 

 私も多くの校長先生方との出会いを楽しみに、お邪魔させていただいていますが、いずれの会場

も熱気にあふれ、多くの参加者で賑わっていました。各地区の校長先生方が取り組まれた実践を忌

憚なくぶつけ合い、各分科会で活発な研究協議が展開されていました。 

また、会場内外で運営に当たってくださっている開催府県校長会の皆様のきめ細かで、心のこも

った準備・運営には恐縮いたしました。この大会の準備に当たり、早い時期からの担当県の実行委

員会、そして、校長会の皆様のご尽力に敬意を表しますとともに感謝申し上げます。 

枚挙にいとまがない中学校教育をめぐる諸課題に対しても果敢に挑戦し、校長相互の資質向上と、

目的を明確にした研究を推進することにより、学校経営の更なる充実と、学校からの教育改革を進

めていかなければなりません。各研究大会、研究協議会の開催の意義は、この部分にあります。 

 【今後の予定】 

６月12日・13日     第 77回関東甲信越地区中学校長会研究協議会 千葉大会 

６月12日・13日     第 76回近畿中学校長会研究協議会 神戸大会 

７月 ３日・４日      第65回東海北陸中学校長会研究協議会 岐阜大会 

７月 ３日・４日      第75回東北地区中学校長会研究協議会 山形大会 

８月20日・21日・22日    第 76回全九州中学校長研究大会 熊本大会 

９月26日・27日      第66回北海道中学校長会研究大会 胆振・室蘭大会 

第59回中国・四国中学校長研究会香川大会は、10月 22日・23日・24日に第76回全日本中

学校長会研究協議会 香川大会として、香川県高松市で開催されます。                                            
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給特法等改正法の成立について 

 令和７年６月 11 日、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部

を改正する法律等の改正法が成立いたしました。あべ俊子文部科学大臣メッセージを一部抜粋して

ご紹介します。 

 

これまで、我が国の学校教育が世界的にも高い成果をあげてきたのは、子供たちのために日々尽

力されている教師の皆様の献身的な努力と、地域や保護者の皆様をはじめ、子供たちを支えるすべ

ての皆様のご理解とご協力の賜物であり、心から感謝と敬意を表します。  

近年、学校・教師が担う業務が増加し、依然として長時間勤務の課題があります。文部科学省と

しても、現在の状況を改善しなければ、教師の担い手が失われ、教育の質の低下を招きかねないと

強い危機感を抱いています。教育の要である教師の皆様が日々活き活きと子供たちに向き合い、そ

の意欲と専門性を最大限に発揮できるよう、改革を加速して進める必要があります。 

今回の法改正では、約 50 年ぶりとなる教員給与の引き上げを実現します。教師の高度専門職と

しての職責にふさわしい処遇とすることは、教師の社会的評価を高め、教育という営みそのものに

対する敬意のある社会とするために必要なものです。また、働き方改革の取組の「見える化」を実

現し、様々な主体が協働して働き方改革を推進する仕組みを構築します。文部科学省は今後速やか

に、働き方改革の具体的な方策を明らかにした指針を策定し、教育委員会や学校を支援してまいり

ます。  

さらに、学校の人員体制の充実に向けた教職員定数の計画的な改善や、学校や教師を不当な要求

などから守り、安心して教育活動に専念のできる環境づくりなども進めます。 

教師の皆様が、「働きやすさ」と「働きがい」を感じられる職場環境を実現し、より多くの方々に

教職を目指していただけるよう取り組んでまいります。取組を進めるにあたり、各教育委員会や学

校が、最も重要な主体であることは言うまでもありません。関係者の皆様におかれましては、今回

の法改正も契機として、より一層の改善に向けた取組をお願い申し上げます。 

また、教育環境の整備は、地域総がかりで進めていただく必要があります。各地方公共団体の首

長の皆様におかれましては、地域の将来を担う人材を育てる学校を支えるため、総合教育会議の場

なども通じて、福祉部局等の関係部局や地域の皆様との連携・協働を促進いただくよう、切にお願

い申し上げます。 

 

 
各教育関連団体の活動について 
５、６月に各教育関連団体等の活動について、以下のとおり参加しておりますので参考までに紹

介させていただきます。 

名    称 開催日 出席者 

全国へき地教育研究連盟春季総会 ５月 29日(木) 会長 

全国特別支援学級・通級指導教室設置学校長協会総会 ５月 ５日(木) 給与対策部長 

公益（財）日本中学校体育連盟理事会・定時評議会 ５月 ５日(木)～６日(金) 会長 

全国連合退職校長会総会 ５月 ６日(金)  事務局長 

全国公立学校教頭会定期総会 ５月 ６日(金) 会計部長 

第19回中友会（東京都公立中学校退職校長の会） 

合祀慰霊祭 護国寺 
６月 ７日(土) 会長 

全国教職員連盟定期大会 ６月 ８日(日) 事務局長 

一般（財）教員養成評価機構評価委員会 ６月 10日(月) 会長 

日本ＰＴＡ全国協議会定時総会 オリセン ６月 20日(金) 会長 

幼小中高特支校園長会教育懇談会(全連退) ６月 19日(水) 給与対策部長 

独立行政法人教職員支援機構評議員会（第１回） ６月 20日(金) 会長 

日本教育会令和7年度第51回総会 ６月 28日(土) 事務局長 

全国特別支援学校長研究大会 ６月 26日(木) 生徒指導部長 


